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表紙

連結計算書類の連結注記表
計算書類の個別注記表

上記事項につきましては、法令及び当社定款第14条の規定に基づ
き、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記
載しておりません。なお、本株主総会におきましては、書面交付請
求の有無にかかわらず、株主の皆様に電子提供措置事項から上記を
除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。

第5４期定時株主総会の招集に際しての
電 子 提 供 措 置 事 項

2023年度（2023年４月１日～2024年３月31日）

株式会社ランドコンピュータ
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連結注記表

連結注記表
１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(1) 連結の範囲に関する事項
　連結子会社の状況

・連結子会社の数 ２社
・連結子会社の名称 株式会社インフリー

株式会社テクニゲート

(2) 持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
全ての連結子会社の事業年度は、連結会計年度と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項
①　重要な資産の計上基準及び評価方法
ⅰ　有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
　市場価格のない株式等以外のもの 期末日の市場価格等に基づく時価法 (評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)
ⅱ　棚卸資産の評価基準及び評価方法

仕掛品 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法に
より算定）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
ⅰ　有形固定資産 定率法 (ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（附属設備を除く) 並びに2016年

4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法)
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　建　物　　　　　15～18年
　工具器具備品　　  3～15年
また、取得価額が10万円以上20万円未満の少額固定資産につきましては、3年間で均
等償却する方法によっております。

ⅱ　無形固定資産 市場販売目的のソフトウェアについては、見込販売収益に基づく償却額と残存有効期間
（3年）に基づく均等配分額のいずれか大きい額を償却しております。
自社利用目的のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（5年）に基
づく定額法により償却しております。
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連結注記表

顧客関連資産については、効果の及ぶ期間（10年）に基づく定額法により償却してお
ります。
商標権については、10年間の均等償却を行っております。
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連結注記表

③　引当金の計上基準
ⅰ　貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計
上しております。

ⅱ　賞与引当金 従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上し
ております。

ⅲ　役員賞与引当金 役員賞与の支払に備えて、役員に対する賞与支給見込額のうち当連結会計年度の負担額
を計上しております。

Ⅳ　株主優待引当金 株主優待制度に基づく費用の発生に備えるため、翌連結会計年度期において発生が見込
まれる額を計上しております。

Ⅴ　受注損失引当金 受注済案件のうち当連結会計年度末で将来の損失が見込まれ、かつ、その金額を合理的
に見積もることができるものについて、損失見込額を計上しております。

④　収益及び費用の計上基準
当社グループは、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）及び「収益

認識に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第30号　2021年３月26日）を適用しており、約
束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金
額で収益を認識しております。

当社グループはシステムソリューションサービス（システムインテグレーション・サービス、パッケージベ
ースSI・サービス、インフラソリューション・サービス）及びこれらの付随業務を提供しており、顧客との契
約から生じる収益の主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以下のとおりであります。

ⅰ　請負開発
当社グループにおいてはソフトウェアの請負開発の履行義務があります。請負開発につきましては、サ

ービスに対する支配が顧客に一定期間にわたり移転する場合には、サービスを顧客に移転する履行義務の
充足するにつれて一定の期間にわたり収益を認識しております。履行義務の充足に係る進捗度は、その進
捗度を合理的に見積ることができる場合、見積総原価に対する発生原価の割合(インプット法)で算出して
おります。また、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができないが、発生する費用を回
収することが見込まれる場合は、原価回収基準にて収益を認識しております。なお、ごく短期な請負開発
については完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。
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ⅱ　保守・運用
当社グループにおいてはソフトウェアの保守・運用の履行義務があります。保守・運用については、日

常的又は反復的なサービスであり、契約に基づき顧客にサービスが提供される時間の経過に応じて履行義
務が充足されると判断しているため、役務を提供する期間にわたり定額で収益を認識しております。

なお、取引の対価は、履行義務を充足してから1年以内に受領しているため、重大な金融要素は含んで
おりません。

⑤　退職給付に係る会計処理の方法
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に基づき、退職給付に係

る負債を計上しております。
退職給付に係る負債及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。
ⅰ　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について
は、給付算定式基準によっております。

ⅱ　数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（3年）にわた

り、それぞれ発生の翌期から費用処理しております。

⑥　のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却に関しては、その効果が発現する期間を個別に見積り、５年から７年で均等償却を行っており

ます。
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（単位：千円）
システムインテ
グレーション・

サービス

パッケージベー
スSI・サービス

インフラソリュ
ーション・サー

ビス
合計

外部顧客への売上高 7,570,535 4,673,597 1,488,611 13,732,744

（単位：千円）
当連結会計年度

期首残高 期末残高
顧客との契約から生じた債権 2,526,278 3,025,950
契約資産 123,564 227,580
契約負債 198,833 244,893

２. 収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

売上高はすべて顧客との契約から生じたものであり、売上収益分解は次のとおりであります。

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎情報
「連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等　(4)会計方針に関する事項　④ 収益及び

費用の計上基準」に記載のとおりです。

(3) 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計年
度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関
する情報

①　契約資産及び契約負債の残高等

②　残存履行義務に配分した取引価格
当社グループでは、残存履行義務に配分した取引価格については、当初予想される契約期間が1年を超える

重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、記載を省略しております。
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３. 会計上の見積りに関する注記
(1) 一定期間にわたり認識する売上
①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等　(4)会計方針に関する事項④収益及
び費用の計上基準」に記載の通り、ソフトウェアの請負開発契約のうちサービスに対する支配が顧客に一定期
間にわたり移転する場合には、サービスを顧客に移転する履行義務の充足するにつれて、一定の期間にわたり
収益を認識しており、そのうち当連結会計年度末時点において進行中の請負開発契約に係る売上高は89,945
千円であります。

②　会計上の見積りの内容に関する理解に資するその他の情報
履行義務の充足に係る進捗率の見積り方法は、見積総原価に対する発生原価の割合（インプット法）で算出

しております。見積総原価については請負開発案件それぞれが業種の特性や顧客の仕様要望等により異なるた
め、その後の工数の変動等により見積総原価が見直された場合には翌連結会計年度の損益に影響を与える可能
性があります。

(2) 受注損失引当金
①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

当連結会計年度における受注損失引当金は75,000千円であります。

②　会計上の見積りの内容に関する理解に資するその他の情報
「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等　(4)会計方針に関する事項③引当金

の計上基準」に記載の通り、受注済案件のうち当連結会計年度末で将来の損失が見込まれ、かつ、その金額を
合理的に見積もることができるものについて、損失見込額を計上しております。受注損失は請負開発案件の進
捗に伴い当初想定されていなかった追加工数等を要因として損失が見込まれる場合に計上されるものであり、
その要因は請負開発案件の仕様や進捗度合い等に応じて異なるため、その後、設計変更や追加工数が変動した
場合には翌連結会計年度の損益に影響を与える可能性があります。
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(千円)
(1) 有形固定資産の減価償却累計額 237,310

(3) 取締役、監査役に対する金銭債権及び金銭債務 (千円)
長期未払金 100,000

普通株式 17,967,900株

普通株式 15,734株

決 議 株 式 の 種 類 配当金の総額
(千円)

１ 株 当 た り
配 当 額 ( 円 ) 基 準 日 効 力 発 生 日

2023年 5 月12日
取 締 役 会 普通株式 188,520 21 2023年 ３ 月31日 2023年 ６ 月７日

2023年11月13日
取 締 役 会 普通株式 179,523 20 2023年９月30日 2023年11月30日

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配 当 額 ( 円 ) 基 準 日 効 力 発 生 日

2024年５月14日
取 締 役 会 普通株式 利益剰余金 448,804 25 2024年３月31日 2024年６月5日

４. 連結貸借対照表に関する注記

(2) 顧客との契約から生じた債権および契約資産の残高
「2.収益認識に関する注記(3)顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フロ

ーとの関係並びに当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込ま
れる収益の金額及び時期に関する情報」に記載しております。

５. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び株式数

(2) 当連結会計年度の末日における自己株式の種類及び株式数

(3) 配当に関する事項
①　配当金支払額

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
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連結貸借対照表計上額 時価 差額

① 投資有価証券
　　　その他有価証券 211,918 211,918 －

６. 金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項
①　金融商品に対する取組方針

当社は資産運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行等金融機関からの借入
による方針としております。

②　金融商品の内容及びリスク並びにリスク管理体制
売掛金に係る顧客の信用リスクは、プロジェクト総合管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理

を行うとともに、主な取引先の信用状況を年度ごとに把握する体制とし、リスク低減を図っております。
また、投資有価証券は主に業務上の関係を有する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております

が、四半期ごとに時価の把握を行っております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
2024年3月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差異については、次のとおりでありま

す。
（単位：千円）

（※）「現金及び預金」、「売掛金及び契約資産」および「買掛金」については、短期間で決済されるため時価が帳
簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。また「有価証券」は現金と同様の性格を有する合
同運用指定金銭信託であり、すべて短期であるため、時価は帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略し
ております。
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時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
　その他有価証券
　　株式

211,918 － － 211,918

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルで

分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接または間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時

価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属
するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
(1) 投資有価証券

上場会社は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時
価をレベル１の時価に分類しております。
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(1) １株当たりの純資産額 320円55銭
(2) １株当たりの当期純利益 68円73銭

７. １株当たり情報に関する注記

８. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

9. その他の注記
該当事項はありません。
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個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項
(1) 資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
　市場価格のない株式等以外のもの 期末日の市場価格等に基づく時価法 (評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定)
②　棚卸資産の評価基準及び評価方法

仕掛品……………………個別法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産……………定率法 (ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（附属設備を除く) 並びに

2016年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法)
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　建　物　　　　　15～18年
　工具器具備品　　  3～15年
また、取得価額が10万円以上20万円未満の少額固定資産につきましては、3年間
で均等償却する方法によっております。

②　無形固定資産……………市場販売目的のソフトウェアについては、見込販売収益に基づく償却額と残存有効
期間（3年）に基づく均等配分額のいずれか大きい額を償却しております。
自社利用目的のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（5年）
に基づく定額法により償却しております。
商標権については、10年間の均等償却を行っております。

(3) 引当金の計上基準
①　貸倒引当金………………売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見
込額を計上しております。

②　賞与引当金………………従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上し
ております。

③　役員賞与引当金…………役員賞与の支払に備えて、役員に対する賞与支給見込額のうち当事業年度の負担額
を計上しております。

④　株主優待引当金…………株主優待制度に基づく費用の発生に備えるため、翌期において発生が見込まれる額
を計上しております。
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⑤　受注損失引当金…………受注済案件のうち当事業年度末で将来の損失が見込まれ、かつ、その金額を合理的
に見積もることができるものについて、損失見込額を計上しております。

⑥　退職給付引当金…………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基
づき計上しております。
①　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属さ
せる方法については、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（3年）にわたり、それぞれ発生の翌期から費用処理しております。

(4) 収益及び費用の計上基準
ソフトウェアの請負開発契約に係る収益の計上基準

当社は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）及び「収益認識に関
する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第30号　2021年３月26日）を適用しており、約束した財
又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益
を認識しております。

当社はシステムソリューションサービス（システムインテグレーション・サービス、パッケージベースSI・
サービス、インフラソリューション・サービス）及びこれらの付随業務を提供しており、顧客との契約から生
じる収益の主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以下のとおりであります。

①　請負開発
当社においてはソフトウェアの請負開発の履行義務があります。請負開発につきましては、サービスに対す

る支配が顧客に一定期間にわたり移転する場合には、サービスを顧客に移転する履行義務の充足するにつれて
一定の期間にわたり収益を認識しております。履行義務の充足に係る進捗度は、その進捗度を合理的に見積る
ことができる場合、見積総原価に対する発生原価の割合(インプット法)で算出しております。また、履行義務
の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができないが、発生する費用を回収することが見込まれる場合
は、原価回収基準にて収益を認識しております。なお、ごく短期な請負開発については完全に履行義務を充足
した時点で収益を認識しております。

②　保守・運用
当社においてはソフトウェアの保守・運用の履行義務があります。保守・運用については、日常的又は反復

的なサービスであり、契約に基づき顧客にサービスが提供される時間の経過に応じて履行義務が充足されると
判断しているため、役務を提供する期間にわたり定額で収益を認識しております。

なお、取引の対価は、履行義務を充足してから1年以内に受領しているため、重大な金融要素は含んでおり
ません。
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２. 収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報について、「連結注記表　２．収益認識に関する

注記」に同一の内容を記載しておりますので注記を省略しております。

３. 会計上の見積りに関する注記
(1) 一定期間にわたり認識する売上
①　当事業年度の計算書類に計上した金額

「1.重要な会計方針に係る事項(4)収益及び費用の計上基準」に記載の通り、ソフトウェアの請負開発契約
のうちサービスに対する支配が顧客に一定期間にわたり移転する場合には、サービスを顧客に移転する履行義
務の充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識しており、そのうち当事業年度末時点において進行中
の請負開発契約に係る売上高は89,945千円であります。

②　会計上の見積りの内容に関する理解に資するその他の情報
履行義務の充足に係る進捗率の見積り方法は、見積総原価に対する発生原価の割合（インプット法）で算出

しております。見積総原価については請負開発案件それぞれが業種の特性や顧客の仕様要望等により異なるた
め、その後の工数の変動等により見積総原価が見直された場合には翌事業年度の損益に影響を与える可能性が
あります。

(2) 受注損失引当金
①　当事業年度の計算書類に計上した金額

当事業年度における受注損失引当金は75,000千円であります。

②　会計上の見積りの内容に関する理解に資するその他の情報
「1.重要な会計方針に係る事項(3)引当金の計上基準」に記載の通り、受注済案件のうち当事業年度末で将

来の損失が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もることができるものについて、損失見込額を計上して
おります。受注損失は請負開発案件の進捗に伴い当初想定されていなかった追加工数等を要因として損失が見
込まれる場合に計上されるものであり、その要因は請負開発案件の仕様や進捗度合い等に応じて異なるため、
その後、設計変更や追加工数が変動した場合には翌事業年度の損益に影響を与える可能性があります。
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(1) 有形固定資産の減価償却累計額 231,399千円

短期金銭債権 19,324千円
短期金銭債務 1,727千円

長期未払金 100,000千円

売上高 79,461千円
仕入高 18,840千円

普通株式 15,734株

５. 貸借対照表に関する注記

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

(3) 取締役、監査役に対する金銭債権及び金銭債務

６. 損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引による取引高

７. 株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
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繰延税金資産 (千円)
賞与引当金 108,019
未払事業税 22,424
未払事業所税 2,976
未払法定福利費 16,776
受注損失引当金 22,950
退職給付引当金 130,592
長期未払金 30,600
その他 20,194
繰延税金資産小計 354,533
評価性引当額 △50,794
繰延税金資産合計 303,738

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 43,102
繰延税金負債合計 43,102

繰延税金資産の純額 260,635

1株当たり純資産額 322円04銭
1株当たり当期純利益 64円94銭

８. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

９. 一株当たり情報に関する注記

10. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

11. その他の注記
該当事項はありません。
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